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 小規模水道及び小規模受水槽水道における安全で衛生的な飲料水の確保に関する条例

（平成７年神奈川県条例第７号。以下「条例」という。）及び小規模水道及び小規模受

水槽水道における安全で衛生的な飲料水の確保に関する条例施行規則（平成７年神奈川

県規則第56号。以下「規則」という。）が、それぞれ平成７年３月14日、平成７年３月

31日をもって公布され、平成７年７月１日から施行されることとなったので、条例の運

用にあたっては次の事項に留意の上遺憾なく取扱うよう通知します。 

 

１ 条例第１条関係（目的） 

  地下水又は表流水を水源として、100人以下の居住者に供給している小規模水道及び

ビル又はマンション等において水道水を受水槽に受けて供給している小規模貯水槽水

道については、水道法（昭和32年法律第177号。以下「法」という。）の適用を受けな

いため、従来より「飲用井戸等衛生管理指導要綱の実施について」（昭和63年７月19

日環衛第118号衛生部長通知）又は「神奈川県小規模受水槽水道衛生管理指導要綱の制

定について」（平成４年６月30日環衛第104号衛生部長通知）により、衛生管理の向上

を図るよう努めてきたところであるが、水質検査の未実施又は受水槽未清掃など管理

が不適切な施設が多く存在することから、より実効性のある指導を展開するために条

例の施行により、安全で衛生的な飲料水を確保していくこととしたものである。 

  なお、簡易な水道に関する条例（昭和23年神奈川県条例第12号）は、本条例の施行

に伴い廃止することとした。 

 

２ 条例第２条関係（定義） 

  本条は、この条例で使用される用語を定義したものである。 

（１）第１号に規定する「水道」とは、導管及びその他の工作物により、水を人の飲用

に適する水として供給する施設の総体をいい、「導管」とは、水を導くための管状

のものをいい、樋状のものを含まない。また、「その他の工作物」とは、取水、貯

水、導水、浄水、送水及び配水のための導管以外の施設をいうものであること。 

（２）第２号に規定する「小規模水道」とは、地下水又は表流水を水源として、100人以

下の実居住者に対して居住に必要な水を供給するもので、かつ、専ら一戸の住宅に

供給するものを除いたものであること。 

  ア 「地下水」とは、伏流水、湧水、深層地下水及び浅層地下水をいい、「表流水」    

とは、河川水、湖沼水、ダム水をいう。 



  イ 「専ら一戸の住宅」とは、個人が自己の家の飲料水として飲用井戸を使用して

いる住宅のほか、同一敷地内において親族等で複数の建物に暮らしていて、当該

施設を利用して供給するものを含むものであること。なお、専ら一戸の住宅に供

給するものを除いた理由は、専ら一戸で使用しているような個人用の井戸につい

てまで、その財産を条例で規制することは、条例の趣旨にそぐわないためである。 

  ウ 「居住に必要な水」とは、飲用、炊事用その他継続的な日常生活を営むために

必要な水をいい、具体的な施設の形態を例示すると概ね次のとおりである。 

  （ア）特定の地域において、地域住民が共同で所有し、かつ、管理も共同で行って

いる自家用水道の集合体としての水道 

  （イ）アパート又はマンション等において家主が借家人に供給する水道 

  （ウ）寮又は社宅等において従業員等に供給する水道 

  （エ）分譲地等において分譲者が分譲後も引き続き供給する水道 

  （オ）療養所等において３，４箇月程度以上の長期入所者に供給する水道 

    なお、学校、事務所、食品関連施設等に布設される、居住する者を対象としな

い水道は、本条例の適用を受けない。 

    条例の規制対象とならない施設については、従来どおり「神奈川県飲用井戸衛

生管理要綱」により指導を行うものとする。 

    特に、学校及び保育所等で地下水又は表流水を水源として供給している施設に

ついては、定期的な衛生管理指導を行い飲料水の安全性を確保するよう努められ

たい。 

  エ 水道水と併用している水道については、当該小規模水道が、飲用等のために必

要な水を供給している場合は、条例の対象施設となること。 

  オ 国の設置する施設については、専用水道と同様に扱うものとするものであるこ

と。 

（３）第３号に規定する「小規模貯水槽水道」とは、水道事業の用に供する水道から供

給を受ける水のみを水源とし、かつ、その水を受けるための水槽の有効容量が10㎥

以下であるものをいう。ただし、建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭

和45年法律第20号。以下「建築物衛生法」という。）第２条第１項に規定する特定

建築物に受水槽を設けて飲料水を供給するもの及び専ら一戸の住宅に供給するもの

を除いたものであること。なお、条例の規制対象とならない施設（専ら一戸の住宅

に供給するもの及び専用水道から供給を受ける水のみを水源とするもの）の設置者

から衛生管理について相談があったときは、条例第16条第１項に規定する管理基準

を準用して指導すること。 

  ア 小規模貯水槽水道は、水道事業者から供給を受ける水のみを水源とするもので

あること。したがって、水源とする水の全部又は一部が地下水等である場合は除

かれるものであること。 

  イ 「専ら一戸の住宅」の解釈は、小規模水道と同様である。 

  ウ 建築物衛生法の特定建築物に供給するものを除いた理由は、当該施設は建築物

衛生法に基づく規制を受けており、条例による二重の規制をする必要がないため

である。 

  エ 水槽の容量は、水道事業の用に供する水道から水の供給を受けるために設けら

れるもののみの容量をいい、したがって、通常受水槽といわれるものの容量であ

り、そこから圧送される高置水槽の容量は加算されないものであること。 



  オ この条例の対象とならない受水槽は、消防法（昭和23年法律第186号）第17条に

規定する消防用設備等として設置されるものであって、全く飲用に供されること

のないもの並びに船舶、鉄道等に設置されるものであること。 

  カ 国の設置する施設については、簡易専用水道と同様に扱うものとするものであ

ること。 

（４）第５号に規定する「小規模水道の布設工事」のうち、「新設」とは、取水施設、

貯水施設、導水施設、浄水施設、送水施設若しくは配水施設の全て又はいずれかの

施設を全く新しく設置することをいうものであること。 

   また、「増設」とは、既にある小規模水道施設のうちの設備のいずれかについて

更に種類又は数量を増加することをいい、「改造」とは、既にある小規模水道施設

の機能の低下を防止、修復し、又は改善、向上させることをいう。 

   「増設又は改造の工事」は、規則第２条に定める工事（取水地点又は浄水方法の

変更に係わる工事並びに沈でん池、ろ過池、浄水池及び配水池の新設又は増設に係

る工事）をいう。 

 

３ 条例第３条関係（水質基準） 

  本条に規定する水質基準は、法第４条に規定する水質基準を準用しているため、 そ

れぞれの項目についての基準値等の設定及び評価等については、法に準じて行うこと。 

  なお、水質基準の事項及び基準については、規則第３条別表第１に示してあるとお

りである。 

 

４ 条例第４条関係（施設基準） 

  本条に規定する小規模水道の施設基準は、法第５条に規定する施設基準を準用して

いるが、原水の質及び量、地理的条件、当該小規模水道の形態等に応じ、指導するこ

と。 

（１）第１項第１号に規定する「できるだけ良質の原水」とは、通常の浄水処理により

水質基準に適合する浄水を供給することができる程度以上の水質の原水であり、「必

要量」とは、給水を受ける者が日常生活に必要な量を確保できる水量であること。 

（２）第１項第２号に規定する「浄水施設」は、原水の水質の状況及び給水量に応じて、   

水質基準に適合した浄水を得るのに必要な沈でん池、ろ過池又は消毒設備のほか、   

着水井、凝集・沈でん池等の全部又は一部を設置させることとする。 

   水質検査において一般細菌又は大腸菌が水質基準値を超過して検出された施設

は、必ず消毒設備を設置させるものとする。 

   なお、消毒設備は、水道施設周囲の状況及び過去の水質検査結果等を勘案してで

きるだけ設置するよう指導すること。 

   また、施設基準については、水道施設の技術的基準を定める省令（平成12年２月

23日厚生省令第15号）に準拠して指導されたい。 

 

５ 条例第５条関係（確認） 

（１）確認申請は、原則として所有者が行うこととするが、管理に関する権限を有する

者が行うこともさしつかえないものとする。 

   なお、管理の権原を有しない工事施工者はこれに該当しないものであること。 

（２）布設工事の範囲は、２の（４）により取扱うこととし、布設工事を行う場合に   



は、工事に着手する前に施設基準に適合することについて確認を受けなければなら   

ないこととなっているので取扱いに留意すること。 

   なお、消毒設備を有しない小規模水道施設に、新に消毒設備を設置する場合は、

確認を必要としないこととするが、設備の設置後には、水質基準に適合しているか

確認すること。 

 

６ 条例第６条関係（確認申請） 

（１）第１項に規定する確認申請は、規則第４条第１項第１号様式に、同条第２項に規

定する書類を添えて、保健福祉事務所長に提出させることとする。 

   なお、工事の概要書については、別紙１の様式により、内容を記載することとす

る。 

また、布設工事確認申請書及び工事概要書の記載方法については別紙２により内 

容を記載することとする。 

（２）第２項第２号に規定する工事の概要書に記載する原水の水質試験結果は、規則第

３条別表第１の水質基準のうち、消毒副生成物11項目（塩素酸、クロロ酢酸、クロ

ロホルム、ジクロロ酢酸、ジブロモクロロメタン、臭素酸、総トリハロメタン、ト

リクロロ酢酸、ブロモジクロロメタン、ブロモホルム及びホルムアルデヒド）及び

味を除いた39項目について、確認申請を行う１年以内に実施した試験結果を記載す

ることとする。 

（３）第３項に規定する確認申請に基づく確認通知は別紙３により行い、また、不適合

又は不確認通知は別紙４により行うこと。 

（４）確認申請に基づく通知は、専用水道の処理日数と同様に申請のあった日から起算

して20日以内に行うこととされているので、期限内に処理するよう留意すること。 

   また、審査にあたっては、別紙５の審査基準により審査を行い、審査結果は別紙

６の審査意見書を用いて行うこと。 

なお、確認を行った施設については、各保健福祉事務所で別紙７の台帳を作成し、   

管理を行うこと。 

 

７ 条例第７条関係（給水開始前の届出及び水質検査） 

  第１項に規定する届出は、布設工事が完了した後で、かつ、給水を開始する前に、

規則第３条別表第１の水質基準項目検査（51項目）及び消毒の残留効果に関する検査

（消毒設備を必要としない施設については、残留効果に関する検査は省略することが

できる。）を行い、規則第５条第２号様式により、保健福祉事務所長に届け出ること

とする。 

  また、この届出を受理した保健福祉事務所は、水質検査結果を必ず確認し、また、

当該施設の布設工事が適切に行われ、かつ、施設基準に適合していることを現地調査

により確認することとする。 

  なお、原水の水質が良好で、浄水施設を設けないで給水する施設については、給水

開始前の水質検査を実施することを要しない。 

 

８ 条例第８条関係（変更及び廃止の届出） 

  変更の届出は、確認申請を行った者の住所、氏名、給水予定人口及び名称に変更を

生じたときに、規則第６条第３号様式により、保健福祉事務所長に届け出ることとす



る。 

  特定の地域において複数の世帯に供給している自家用水道の集合体として、地域住

民の共同所有で、かつ、その管理も共同で行っている水道において、組合長等その代

表者が変わった場合も、同様に取扱うこととする。 

  なお、本条例では、布設工事に該当する工事以外の施設の軽易な変更については届

け出る必要はないこととするが、事前相談時等においては布設工事に該当するか否か

について十分に留意すること。 

 

９ 条例第９条関係（水質検査） 

（１）第１項に規定する水質検査は、給水栓において採水した水について、規則第７条

別表第２に規定する事項（11項目）及び消毒の残留効果に関する検査を毎年１回以

上定期に行うものとする。 

   また、当該水道が過去に地下水の汚染が判明した地域に存在する場合については、   

次に掲げる有機化学物質のうち、当該汚染物質及び当該物質が変化して生成される   

物質について水質検査を行うよう適切に指導すること。 

 

四塩化炭素 

シス-1,2-ジクロロエチレン及びトランス-1,2-ジクロロエチレン 

ジクロロメタン 

テトラクロロエチレン 

トリクロロエチレン 

ベンゼン 

 

   なお、上記以外の項目の水質検査については、保健福祉事務所長が特に必要と認

める項目について適宜行うよう指導すること。 

（２）第１項に規定する、定期水質検査の実施頻度は、毎年１回以上定期に行うことを

原則とするが、次の施設については適宜検査頻度を高めるように指導すること。 

    ア 水道施設周囲の状況により水質汚染が疑われる施設 

  イ 給水人口が50人以上の施設 

  ウ 水源が表流水又は浅層地下水を利用している施設で、かつ、消毒設備を設置し

ないで供給する施設 

  エ その他特に保健福祉事務所長が必要と認める施設 

（３）第２項の臨時の水質検査を行う場合の判断は、定期水質検査において水質基準を

超過した場合のほか、供給する水が水質基準に適合しないおそれがある場合に行う

こととし、その判断は概ね次によることとする。 

  ア 色及び濁りに著しい変化が生じた場合（降雨による変化を除く。） 

  イ 臭気及び味に著しい変化が生じた場合 

  ウ 水源で魚が死んで多数浮上した場合 

  エ 水源付近、給水地区及びその周辺において消化器系感染症が流行している場合 

  オ 浄水過程に異常があった場合 

  カ その他特に保健福祉事務所長が必要と認める場合 

   なお、これらの異常を的確に察知するため、設置者又は技術担当者は、給水され

る水について、色、濁り、臭気、味の検査を随時行い、異常を認めたときは、直ち



に必要な項目について検査を行うよう適切に指導すること。 

（４）定期及び臨時の水質検査を行ったときは、その検査成績書を５年間保存するよう

指導すること。 

（５）定期及び臨時の水質検査は、衛生研究所などの地方公共団体の検査機関又は法第

20条に規定する厚生労働大臣登録検査機関並びに建築物衛生法に基づく登録業者に

委託して行うよう指導すること。 

（６）第３項の届出は速やかに規則第７条第３項第４号様式により保健福祉事務所長に

届け出るよう指導すること。 

 

10 条例第10条関係（衛生上の措置） 

（１）取水場、貯水池、導水きょ、浄水場、配水池及びポンプ池等は、水が汚染される

おそれがあるので、清掃等を行って常に清潔を保持することとする。また、配水施

設として水槽を設けている場合には、当該水槽を常時点検し、毎年１回以上清掃等

を行うこと。 

（２）上記の施設には、第２号に定める汚染防止のための措置のほか、立入りを禁ずる

旨の表示等により、関係者以外の者の立入りを制限すること。 

（３）給水する水の塩素消毒は、規則第８条に規定する、給水栓における水が、遊離残

留塩素を0.1㎎／Ｌ（結合残留塩素の場合は、0.4㎎／Ｌ）以上保持するように行わな

ければならない。ただし、供給する水が病原生物に著しく汚染されるおそれがある

場合又は病原生物に汚染されたことを疑わせるような生物若しくは物質を多量に含

むおそれがある場合に給水栓における水の遊離残留塩素は、0.2 ㎎／Ｌ（結合残留塩

素の場合は、1.5㎎／Ｌ）以上でなければならない。 

   規則第８条の規定中、「病原生物に著しく汚染されるおそれがある場合」とは、

水源の上流地域、給水区域又はその周辺区域において消化器系感染症が流行してい

るとき等をいうこととする。 

 

11 条例第11条関係（技術担当者の設置等） 

  第１項に規定する技術担当者は、供給される水の衛生及び安全を確保するために必

ず設置させることとし、その届け出は、規則第９条第５号様式により行わせること。 

 

12 条例第12条関係（技術担当者の業務等） 

（１）第１項に規定する技術担当者の業務は、概ね次の技術上の業務を行うものとする。 

  ア 定期及び臨時の水質検査を実施すること。 

  イ 塩素消毒を行うこと。 

  ウ 給水される水について、色、濁り、臭気、味の検査を随時行うこと。また、塩

素消毒を行う場合にあっては、残留塩素の測定を随時行うこと。 

  エ 施設の点検等を次のとおり行うこと。 

（ア） 水道施設の構造、位置、維持又は修繕の状況その他の水道施設の状況（（イ）

において「水道施設の状況」という。）を勘案して、流量、水圧、水質その他の

水道施設の運転状態を監視し、及び適切な時期に、水道施設の巡視を行い、並び

に清掃その他の当該水道施設を維持するために必要な措置を講ずること。 

（イ） 水道施設の状況を勘案して、適切な時期に、目視その他適切な方法により点

検を行うこと。 



（ウ） （イ）の点検は、コンクリート構造物（水密性を有し、水道施設の運転に影

響を与えない範囲において目視が可能なものに限る。（オ）及び（カ）において

同じ。）にあっては、おおむね５年に１回以上の適切な頻度で行うこと。 

（エ） （イ）の点検その他の方法により水道施設の損傷、腐食その他の劣化その他

の異状があることを把握したときは、水道施設を良好な状態に保つように、修繕

その他の必要な措置を講ずること。 

（オ） （イ）の点検（コンクリート構造物に係るものに限る。）を行った場合に、

次に掲げる事項を記録し、これを次に点検を行うまでの期間保存すること。 

a 点検の年月日 

b 点検を実施した者の氏名 

c 点検の結果 

（カ） （イ）の点検その他の方法によりコンクリート構造物の損傷、腐食その他の

劣化その他の異状があることを把握し、（エ）の措置（修繕に限る。）を講じた

場合には、その内容を記録し、当該コンクリート構造物を利用している期間保存

すること。 

なお、技術担当者が給水される水に異常を認めた場合、また、施設の点検により修

繕等が必要になった場合は、設置者に対して助言を行うなど適切な施設の維持を行う

ことができるよう指導すること。 

また、この点検等の結果については、帳簿を備え、記録を保存させるよう指導する

こと。 

（２）第２項に規定する講習会は、選任された技術担当者が水道技術管理者としての資

格を有する者のほか次の者は講習会の受講を免除することができることとする。 

  ア １年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

  イ 建築物衛生法に基づく建築物環境衛生管理技術者の資格を有する者 

  ウ 建築物衛生法に基づく建築物飲料水水質検査業における水質検査実施者として

の資格を有する者 

  エ 地方公共団体の検査機関又は法第20条に規定する厚生労働大臣登録検査機関に

おいて、水道の水質検査業務に１年以上従事した経験を有する者 

 

13 条例第13条関係（給水の緊急停止） 

  第１項に規定する給水の緊急停止を行う判断は、次により行うこととし、第２項に

規定する届け出は、規則第10条第６号様式により行うものとする。 

（１）基準超過が継続することが見込まれ、人の健康を害するおそれのある場合 

  ア 水道原水が浄水操作により除去を期待するのが困難な病原生物若しくは人の健

康に影響を及ぼすおそれのある物質により汚染されているか、又はその疑いがあ

るとき。 

  イ 供給される水が病原生物若しくは人の健康に影響を及ぼすおそれのある物質に

より汚染されているか、又はその疑いがあるとき。  

（２）水源において次のような変化があり給水栓水が水質基準を超えるおそれのある場

合 

  ア 色及び濁りに著しい変化が生じたとき（降雨による変化を除く。） 

  イ 水源水に異常な臭気が生じたとき 

  ウ 魚が死んで多数浮上したとき 



  エ 浄水施設を持たない施設又は塩素消毒のみで供給している施設の水源で、汚物

の浮遊を発見したとき。 

  これらの場合は、設置者に対し給水の緊急停止を行い、かつ、当該水道を利用して

いる者に危険である旨を周知させる措置を講ずるよう指導することとする。 

 

14 条例第14条関係（給水開始の届出） 

（１）給水開始の届出を行う者は、原則として所有者が、規則第11条第７号様式により

行うこととするが、管理に関する権原を有する者が行うこともさしつかえないもの

とする。 

（２）台帳は、次のとおりとする。また、給水開始届の施設情報は、衛生指導に資するた

めにその記載を求めているが、小規模貯水槽水道は施設基準を定めておらず、施設情

報を厳格に管理する必要性は少ないため、参考情報として取扱うこととする。 

ア 台帳は、別紙８の小規模貯水槽水道設置一覧表を参考に各保健福祉事務所で定め

るものとし、所在地、建物の名称、設置者の住所及び氏名（法人その他の団体にあ

っては、所在地、名称及び代表者の氏名）、並びに受水槽有効容量（以下「台帳記

載事項」という。）を管理する。 

イ 給水開始届に記載された台帳記載事項以外の施設情報は、参考情報として保存す

る。その後、施設設備の変更に伴う記載内容が異なることが判明した場合（条例第

16条第２項に規定される知事の指定を受けた者又は水道事業者からの報告時及び

設置者からの相談時等）には、必要に応じ事実を確認したうえで適宜更新する。 

留意点①：従前の台帳を継続して使用する場合には、台帳記載事項と施設情報が併記

されるため、台帳記載事項は変更届により、施設情報は前記イにより更新す

ることに注意すること。また、将来的には、台帳を電子データとすることが

望ましいこと。 

留意点②：別紙８の小規模貯水槽水道設置一覧表に準じた一覧を台帳とする場合には、

従前の台帳は参考情報として保存すること。また、当該一覧に台帳記載事項

以外の施設情報が含まれる場合には、留意点①と同様に取扱うこと。 

留意点③：小規模貯水槽水道は、受水槽の有効容量により条例第16条第２項の規定に

基づく検査の取扱いが異なるため、受水槽有効容量を台帳記載事項として

いること。（簡易専用水道との相違点） 

 

15 条例第15条関係（変更又は廃止の届出） 

  変更の届出は、給水開始の届出を行った者の住所、氏名、建物の名称及び届け出た

受水槽の有効容量に変更を生じたときに、規則第12条第８号様式により行うものとす

る。 

 

16 条例第16条関係（管理基準） 

（１）第１項の管理基準は、供給される水の安全性を確保するために必要と考えられる

ものであり、この管理の結果については、帳簿を備え記録を保存させるよう指導す

ること。 

   条例の規定により、小規模貯水槽水道の設置者は当該小規模貯水槽水道の管理を

行う義務を有するものであり、設置者自らが管理を行わない場合には、実際に管理

を担当する者を明確にし、その者が責任をもって施設管理を行うよう指導すること。 



（２）第１項第１号及び第３号に規定する水槽の清掃及び水質の検査については、専門

的な知識、技能を有するものにこれを行わせるよう指導すること。 

（３）第１項第２号に規定する「その他必要な措置」とは、水槽その他の構造物（以下   

「給水設備」という。）周辺の点検を行い、水槽の蓋を密閉し、施錠する等、汚染   

に対する防護措置を講ずることをいうものであること。 

（４）第１項第３号に規定する「供給する水に異常を認めたときに行う水質検査」は、

規則第13条別表第１に掲げる事項のうち必要と認められる事項に関する検査及び消

毒の残留効果に関する検査を行うよう指導すること。 

（５）第１項第４号に規定する給水の停止を行ったときは、当該水道を利用している者

に危険である旨を周知させる措置を講じ、併せて保健福祉事務所長にも直ちに報告

するよう指導すること。 

（６）第２項に規定する管理に関する検査は、当該水道により供給される水の衛生確保

をより実効あるものとするため、規則第14条に基づき、設置者がその管理の適否に

ついて知事が指定する者の検査を受けることとする。 

   知事が指定する者は、別に定める「小規模貯水槽水道検査機関の指定に関する事

務取扱要綱」（平成17年11月24日生衛第514号保健福祉部長通知）に基づき指定し、

指定を受けた検査機関は、小規模貯水槽水道の管理の検査に関する規程その他業務

に必要な事項を定めることとする。 

   検査の方法その他必要な事項については、「簡易専用水道の管理に係る検査の方

法その他必要な事項」（平成15年厚生労働省告示第262号。以下「告示」という。）

を告示第６の規定を除き準用する。この場合において、「簡易専用水道」とあるの

は「小規模貯水槽水道」と、「都道府県知事」とあるのは「保健福祉事務所長」と、

「水道法第34条の２第２項」とあるのは「小規模水道及び小規模貯水槽水道におけ

る安全で衛生的な飲料水の確保に関する条例第16条第２項」と読み替えるものとす

る。 

 

17 条例17条関係（改善命令等） 

（１）第１項に規定する改善命令は、その水道施設を施設基準に適合するよう当該小規

模水道の設置者に対して、期間を定めて、当該施設を改善すべき旨を命ずることが

できる。 

   なお、改善を要すべき期間については、改善すべき施設の範囲、工事の規模等に

応じた設計、資金調達、所要手続等の準備期間及び工事の施工に必要な期間等を勘

案して定めるものとする 

（２）第２項に規定する措置命令は、施設完成後に条例第７条の規定による水質検査を

行わないで給水を開始したとき、小規模水道の設置者に対して保健福祉事務所で受

付を行う水質検査を受ける旨を命ずることができる。 

   なお、この場合、「衛生試験、治療等に関する条例」（昭和34年神奈川県条例第

５号）に基づく手数料を徴収することとする。 

（３）第３項に規定する措置命令は、定期又は臨時の水質検査を行わないとき、小規模

水道の設置者に対して保健福祉事務所で受付を行う水質検査を受ける旨を命ずるこ

とができる。 

   なお、この場合の手数料も上記（２）と同様とする。 

（４）第４項に規定する措置命令は、小規模水道の管理が衛生上の措置の基準に適合し



ないと認めるとき、小規模水道の設置者に対して、速やかに改善すべき旨を命ずる

ことができる。 

（５）第５項に規定する措置命令は、小規模貯水槽水道の管理が管理基準に適合しない

と認めるとき、関係施設の補修又は清掃その他の必要な措置を速やかに採るべき旨

を命ずることができる。 

（６）改善命令等を行う場合は、行政手続条例（平成７年神奈川県条例第１号）の規定

に基づき、設置者に対して事前の行政指導を十分に行うよう配慮されたい。 

 

18 条例第18条関係（給水停止命令） 

  給水停止命令は、条例第17条の改善命令等に従わない場合で、かつ、給水をそのま

ま継続させることが感染症の発生その他当該水道の利用者の健康を害するおそれがあ

る場合、その命令に係わる事項を履行するまでの間、給水の停止を命ずることができ

る。 

  この場合、設置者が単に命令に従わないということだけでなく、それによって当該

水道の利用者の健康が害されるか又は害されるおそれが具体的に予見できる等著しく

不適当な状態にある場合に行うものであることとする。 

  なお、給水停止を行うにあたり、当該水道が消防用設備と共用されている場合には、 

あらかじめ現地消防機関に連絡するなど必要な調整を行うよう配慮されたい。 

  また、給水停止命令を行う場合は、行政手続条例の規定に基づき弁明の機会を付与

することとなっているので、設置者から意見聴取をするよう留意すること。 

 

19 条例第19条関係（報告の徴収及び立入検査） 

（１）第１項に規定する小規模水道の立入検査については、設置状況に応じて計画的に

実施すること。 

   また、必要に応じて布設工事の施行状況についても検査すること。 

（２）第２項に規定する小規模貯水槽水道の立入検査については、次の施設を対象に行

うこと。 

  ア ８立方メートルを超える施設 

    知事が指定する検査機関による管理の検査の結果、特に衛生上問題があると判

断された施設等について行うこと。 

  イ ８立方メートル以下の施設 

    受水槽の形態および管理の状況等により特に必要と認める施設について行うこ

と。 

（３）立入検査を行う場合には、条例第19条第３項の規定により、身分を示す証明書を

関係者に提示しなければならない。 

 

20 条例第20条関係（地位の継承の届出） 

  小規模水道又は小規模貯水槽水道を現に設置している者から、相続、合併、譲渡そ

の他の事由により設置者の地位を承継した者は、地位の承継の届出を行うことにより、

新たな確認又は届出を要しない。 

  なお、小規模水道施設において地位を継承した場合で、かつ、当該施設に布設工事

を伴う増改築等を行う場合は、新たに確認を行う必要があるので留意すること。 

 



21 条例第23条から第26条関係（罰則） 

  罰則の適用にあたり告発を行う場合は、所轄警察署及び県生活衛生課と十分に協議

のうえ行うこと。 

 

22 その他 

  既存の施設で、設計の確認を伴わず、小規模水道に該当することになった施設につ

いては、規則第５条第２号様式及び第９条第５号様式を提出するよう指導する。 

  なお、この際、規則第４条第１項第１号様式の関係様式の添付を求めること。 



 

                          別紙１  
 

工 事 概 要 書 
 

小規模水道施設の名称 
 
 
 

小規模水道の形態 
 
自家用水道・アパート等・社宅等・分譲地・その他〈  〉 
 

水源の概
要 

水源の種別 
 
地下水（        ）・表流水（        ） 
 

取水地点 
 
 

原水の水質検査結果 別紙 

 
 
 
 
 
 
 
小 
 
規 
 
模 
 
水 
 
道 
 
施 
 
設 
 
の 
 
概 
 
要 

 
取水 
施設 
 

取水方法 
 
 

取水量            ㎥／日 

揚水ポンプ
の有無 

 
 有 （ポンプ能力       Ｌ／分）・ 無 
 

貯水 
施設 

貯水施設の
有無 

 
 有 （容量    ㎥・材質       ）・ 無 
 

 
導水 
施設 

導水施設 
の有無 

 
 有 ・ 無 
 

導水管 口径   ㎜・延長    ｍ・材質（        ） 

 
浄水 
施設 
 

 
沈でん池 
 
 

 有 （容量     ㎥）・ 無 
方式 〈 普通 ・ 薬品 〉 
平均流速       ㎝／分 

 
ろ過池 
 
 

 有 （容量     ㎥）・ 無 
方式 〈 普通 ・ 薬品 〉 
ろ過速度       ｍ／日 

 
浄水池 
 

 有 （容量     ㎥）・ 無 
構造 

 
消毒設備 
 
 

型式 
性能 
台数     台（予備    台） 

 
送水
施設 
 
 

送水ポンプ
の有無 

 
 有 （ポンプ能力     Ｌ／分）・ 無 
 

送水管 口径   ㎜・延長    ｍ・送水管材質 

 
配水
施設 
 
 
 

配水池の有
無 

 
 有（容量     ㎥・材質        ）・ 無 
 

配水管 
 
口径   ㎜・延長    ｍ・配水管材質 
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別紙２ 

 

 

小規模水道布設工事確認申請書及び工事概要書の記載方法について 

 

 

１ 布設工事確認申請書の記載方法 

 

（１）申請者の住所氏名 

   法人その他の団体の場合は、所在地、名称及び代表者の氏名を記載する。 

（２）小規模水道施設の名称 

   アパート・マンション等については、○○アパート又は△△マンション小規模水道

等とすること。 

   また、地域の住民が共有する水道の場合については、名称がある場合は名称を、な

  い場合は代表者(組合長等)の名前又は地域の名称を用い○○水道組合等と記載するこ

  と。 

（３）小規模水道施設の設置場所 

   代表番地又は地区名を記載すること。 

    （例）○○市○○町○○番地他 ○○町○○地区 

（４）給水予定人口 

   施設完成後に給水が見込まれる予定人口を記載する。 

   なお、入居者人員が未定の場合は、戸数に３人を乗じた数を記載すること。 

（５）工事着手予定年月日 

   確認に要する機関を勘案して、適切な工事着手年月日を記載すること。 

 

 

２ 添付書類 

 

（１）工事概要書 

   別紙１の様式により、内容を記載すること。 

（２）居住に必要な水の供給を受ける者の区域を示した書類 

   明細地図（1/10,000以上）を添付し、供給を受ける者の居住区域を明示したもの 

（３）取水施設、浄水施設の構造及び設備の大要並びに図面 

  ア 取水施設の構造図を添付する。 

  イ 浄水施設の構造図を添付する。ただし、消毒設備については、製造メーカー、型

   式、能力等の分かる書類を添付することで構造図に代えることができる。 

（４）配水系統図（地中配管のみ）を含む水道施設の概要図 

   小規模水道施設の位置及び配列を示した図面を添付し、それぞれの各施設の取水量、

  延長距離、口径、容量などを記載する。 

（５）その他の書類 

   メーカー製造の配水池、配水管等において、製造メーカーが作成した構造計算書が

  ある場合には、必要に応じて、荷重に対して十分な耐力があることを確認すること。 
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３ 工事概要書の記載内容等 

 

  工事概要書には、次により内容を記載すること。 

（１）水源の種別及び取水地点 

  ア 水源の種別 

    地下水又は表流水の別を記載し、それぞれに次によりその詳細を記載すること。

  （ア）地下水とは、浅層地下水(概ね30ｍ以内)、深層地下水、伏流水及び湧水をいう。 

  （イ）表流水とは、河川水、湖沼水及びダム水をいう。 

  イ 取水地点 

    取水地点の所在地を記載すること。 

（２）原水の水質試験結果 

   条例第３条に規定する水質基準に揚げる51項目から、消毒副生成物11項目（塩素酸、

クロロ酢酸、クロロホルム、ジクロロ酢酸、ジブロモクロロメタン、臭素酸、総トリ

ハロメタン、トリクロロ酢酸、ブロモジクロロメタン、ブロモホルム及びホルムアル

デヒド）及び味を除いた39項目検査の結果を記載すること。 

   なお、水質検査結果は、申請の日から１年以内に行った検査成績とし、成績書を 

 添付すること。 

（３）小規模水道施設の概要 

  ア 取水施設 

    取水方法、取水量、揚水ポンプの有無、能力等 

  イ 貯水施設 

    有無、容量、材質等 

  ウ 導水施設 

    有無、導水管延長、口径、材質等 

  エ 浄水施設 

   （ア）沈でん池の有無、方式、容量等 

   （イ）ろ過池の有無、構造、容量、ろ過速度等 

   （ウ）浄水池の有無、構造、容量等 

   （エ）消毒設備の型式、性能等 

   （オ）浄水方法及び浄水能力 

  オ 送水施設 

   （ア）送水ポンプの有無、能力等 

   （イ）送水管延長、口径、材質等 

  カ 配水施設 

   （ア）配水池の有無、構造、容量等 

   （イ）配水管延長（地中配管のみ）、口径、材質等 



 

別紙３ 

                                 第    号 

                                年  月  日 

 

小規模水道布設工事確認通知書 

 

 （ 設置者 ）  様 

 

                     神奈川県    保健福祉事務所長 印 

 

 

      年  月  日付けで申請のありました小規模水道の布設工事の設計は、小

規模水道及び小規模貯水槽水道における安全で衛生的な飲料水の確保に関する条例第４条

に規定する施設基準に適合していることを通知します。 

 

小規模水道施設の名称 
 

 

小規模水道施設の設置場所 
 

 

 

 

 

 



 

別紙４ 

                                 第    号 

                                年  月  日 

 

               不適合 
小規模水道布設工事       通知書 

                  不確認 

 

 

 （ 設置者 ）  様 

 

                     神奈川県    保健福祉事務所長 印 

 

      年  月  日付けで申請のありました小規模水道の布設工事の設計は、小規

模水道及び小規模貯水槽水道における安全で衛生的な飲料水の確保に関する条例第４条に施

設基準 

に規定する                       ことを通知します。 

                           

１ この処分について不服がある場合は、この処分のあったことを知った日の翌日から起算して60日以 

内に神奈川県知事に対して審査請求をすることができます。 

２ この処分については、上記１の審査請求を行ったか否かにかかわらず、この処分があったことを知 

った日の翌日から起算して６か月以内に神奈川県を被告として横浜地方裁判所に処分の取消しの訴え 

を提起することもできます。 

３ 上記１の審査請求をした場合においては、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日の 

翌日から起算して６か月以内に神奈川県を被告として横浜地方裁判所にこの処分の取消しの訴えを提 

起することができます。  

小規模水道施設の名称 
 

 

小規模水道施設の設置場所 
 

 

 

不適合又は不確認の理由 

 

 

 

 

施設基準に適合しない 

施設基準に適合している旨を確認できない 



 

別紙５  

審査基準（マニュアル） 

 

（１）事前審査等 

  事項           審査基準等     備考 

 事前指導 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小規模水道に該当するかを審査する。 

１ 水道法に規定する水道事業又は専用水道に該当し 

ないこと 

 ＊水道法の施行について（昭和32年12月27日発衛第 

 520号厚生事務次官通達）により審査 

２ 地下水又は表流水を水源としていること 

  地下水    伏流水 

         浅層地下水（概ね30ｍ以内） 

         深層地下水 

         湧水 

 

  表流水    河川水 

         湖沼水 

         ダム水 

 

３ 居住に必要な水を供給する施設であること 

４ 専ら一戸の住宅に供給するものに該当しないこと 

条例第２条第

２号（定義）

及び運用通知

を参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 形式審査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 申請書類が整っていること 

（１）工事の概要書 

（２）居住に必要な水の供給を受ける者の区域を示し

た書類 

（３）配水系統図 

（４）取水施設、浄水施設の構造図 

（５）その他の必要な書類 

２ 申請書の記載漏れがないこと 

３ 申請書の記載内容は適正であること 

（１）申請者は、所有者又は管理に関する権限を有す 

  る者であること 

（２）給水人口が適正であること 

工事の概要は

別紙１を使用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（２）確認申請書類の審査（判断）方法 

  事項         審査基準等   備考 

水源の種別及

び取水地点 

 

 

 

 

 

 

１ 地下水又は表流水を水源としていること 

２ できるだけ良質の原水を必要量取り入れることが 

できること 

（１）井戸の深さはストレーナの位置により表現され 

  ていること 

（２）井戸の口径、ポンプの揚水能力は適当か 

３ 取水地点の上流又は近隣に汚染源となるような施 

設、物質等の存在がないこと 

厚生省監修の

水道施設設計

指針（日本水

道協会発行）

を参照 

 

 

原水の水質試

験結果 

 

 

 

１ 検査は１年以内に行ったものであること 

２ 原水の検査結果中、通常の浄水処理（緩速ろ過又 

は急速ろ過）により除去できない物質を含まないこ

と 

 

厚生省監修の

水道施設設計

指針（日本水

道協会発行）

を参照 

小規模水道施

設概要 

 

 

 

 

１ 水道施設の構造及び材質は、水圧、土圧その他の 

荷重に対して十分な耐力を有し、かつ、水が汚染さ 

れ、また、漏れるおそれがないものであること 

２ 水質に悪影響を及ぼす材質でないこと 

３ ＪＩＳ規格、日本水道協会規格品であること 

４ 水道管と他用途管との誤接続がないこと 

厚生省監修の

水道施設設計

指針（日本水

道協会発行）

を参照 

 

浄水方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 原水の質及び量に応じて、水質基準に適合する浄 

水を得るのに必要な沈でん池、ろ過池等を備えてい

ること 

２ 浄水能力は、１日最大給水量を上回る量の原水を 

浄化する能力を持っていること 

３ 原水の水質試験の結果により、一般細菌又は大腸 

菌が水質基準を超過して検出されている場合は消毒 

設備を設置していること 

４ 消毒設備は、原水の水質に応じ消毒能力を持って 

いること 

５ 薬液タンクの容量は、７日分程度以上の容量があ

ること 

厚生省監修の

水道施設設計

指針（日本水

道協会発行）

を参照 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（３）その他の書類及び図面の内容 

  事項          審査基準等   備考 

居住に必要な

水の供給を受

ける者の区域

を示した書類 

1/10,000以上の地図により区域が明示されていること 

 

 

明細地図等 

 

 

 

配水系統図 

 

 

 

 

１ 取水施設からそれぞれの小規模水道施設が図面上 

に明記されていること 

２ 各小規模水道施設間の距離が明示されていること

３ 配水池がある場合は、配水池の容量が明示されて 

 いること 

 

 

 

 

 

取水施設及び

浄水施設の構

造図 

 

 

 

１ 取水施設において、井戸等の構造が明らかになっ

ていること 

２ 浄水施設において、沈でん池、ろ過池等の容量、

構造、配列が明らかになっていること 

３ 消毒設備の構造及び処理能力が明らかになってい

ること 

 

 

 

 

 

 

その他の書類 

 

 

 

 メーカー製造の配水池、配水管において、製造メー 

カーが作成した構造計算書がある場合には、必要に応 

じて、水圧、地震力その他の荷重に対して十分な耐力

を有していることを確認すること 

 

 

 

 

  



 

別紙６ 

 

審 査 意 見 書 

 

 

小規模水道施設の名称 
 

 

設置場所 
 

 

審査年月日 
 

 

審査意見 

小規模水道及び小規模貯水槽水道における安全で衛生的な飲

料水の確保に関する条例第４条に規定する施設基準に 

 

 １ 適合する。 

 ２ 適合しない。 

    理由： 

３ 判断できない。 

    理由： 

  審査担当 氏名 

           内容     審査結果等 

形

式 

１ 申請書類は整っていること 
 

２ 申請書の記載内容は適正であること 
 

工

事

設

計

審

査 

３ 水源が適当であること 
 

４ 水道施設の構造及び材質が適当であること 
 

５ 浄水方法が適当であること 
 

６ 消毒設備の能力が適当であること 
 

７ 配水池は水圧その他の荷重に耐えられること 
 



 

                          別紙７ 

（表） 

小規模水道台帳 

                                Ｎｏ      

確認又は届出年月日      年   月   日 （ 確認 ・ 届出 ） 

確認通知番号     第     号 

水道施設の名称等 
名  称： 

設置場所： 

設置者住所、氏名等 
住  所： 

氏  名：          電話番号 

現在給水人口              人 

水道の形態 
１ 自家用水道の集合体  ２ アパート・マンション 

３ 寮・社宅  ４ 分譲地  ５ その他（     ） 

水

道

施

設

の

概

要 

取水施設 
水源の種別：表流水（    ） ・ 地下水（    ） 

水源所在地： 

貯水施設 （ 有 ・ 無 ） 

導水施設 （ 有 ・ 無 ） 

浄水施設 

浄水方法 

消毒方法 

（ 有 ・ 無 ） 

急速ろ過 ・ 緩速ろ過 ・ 消毒のみ 

（ 有 ・ 無 ） 

送水施設 （ 有 ・ 無 ） 

配水施設 配水池＜   箇所＞ （   ㎥   ㎥   ㎥） 

技術担当者 
住  所： 

氏  名：          電話番号 

（備  考） 

 

 

 



 

（裏） 

＜監視指導記録＞ 

 年月日 指摘、改善指示事項等 職員名  

   

   

   

   

   

   

   

   

 

 

＜配水系統図＞ 

 



別紙８
小規模貯水槽水道設置一覧表（台帳参考様式）

届出年月日
(給水開始日)

番号
届出その他
特記事項

連絡先
電話

←参考情報→

←　　　　神奈川県簡易専用水道及び小規模貯水槽水道事務取扱要領（第７号様式）　　　　→

← 台 帳 記 載 事 項 →

建築物の主た
る用途

備考

← 参 考 情 報 →

受水槽有効
容量（㎥）

№ 建築物の名称 設置場所
設置者氏名（法人等の場

合はその名称）
設置者住所（法人等の場
合はその所在地）




